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 (
法律問題視点
)	


自己の弁護士費用を相手方に負担させることができるか

1、 担保借金請求事件
事実経緯：
　販売代理事業者である王氏は、ある会社（以下、A社という）に20万元もの貨物を提供した。A社は借用書に3ヶ月以内に必ず返済すると約束し且つ李氏に連帯保証をしてもらったものの、返済期限を過ぎて王氏の数回催促を受けても、依然として返済しなかった。
王氏は、訴訟で解決しようと思ったが、最低でも12000元の弁護士費用がかかると分かり、元々利益も薄く、訴訟を勝っても、お金をロースしてしまう恐れがあるのことを考えると、諦めようとした。
コメント：
　王氏は、弁護士費用の基準に基づいて先に委託した弁護士費用を立て替え、その後当該費用を訴訟請求に追加し、裁判所にA社及び李氏に負担させるよう請求することができる。
「担保法」第21条には、保証担保の範囲は主債権及びその利息、違約金、損害賠償金及び債権を実現するための費用を含む。保証契約に別段約定のある場合には、約定に従う。当事者が保証担保の範囲について約定せず又は約定が明確ではない場合には、保証人は全ての債務に対して責任を負うものとする。ここでいう「債権を実現するための費用」には弁護士費用が含まれている。

2、 取消権行使案件
事実経緯：
　郭氏は、張女性から50万元を借りたが、2014年11月までに張女性の数回催促を受けても、お金がないことを理由に、債務返済を逃避し、自社の機械設備をその弟に無料で譲渡したり、製品を超低価格で妹の夫に売却したりすることによって張女性の債権の実現に損害を与えることになった。
張女性は取消権訴訟を提起しようと思ったが、巨額の弁護士費用を考えると、躊躇した。

コメント：
　「契約法」第74条第2項には、債権者が取消権を行使する際に必要な費用は債務者が負担すると規定している。また、「最高裁の契約法の適用における若干の問題に関する解釈（一）」第26条に基づき、債権者が取消権を行使する際に支払った弁護士費用、出張代等の必要な費用は債務者が負担する。第三者に過失がある場合には、適当に負担させることができると定めている。故に、張女性は、弁護士を依頼し、郭氏を被告に、その弟、妹の夫を第三者に取消権訴訟を提起し、且つ裁判所に対して郭氏らに弁護士費用を負担させるよう請求することができる。

3、 不正競争行為責任追及案件
事実経緯：　
　ある豆腐を生産する会社（以下、A社いう）はその製品品質及びサービスの良さで地元での知名度が高い。2014年12月、ある顧客がカビの生えた製品を証拠としてクレームを付けてきた。A社は、調査の結果、自社の社名を盗用して勝手に同様の製品を生産した会社があることが判明し、確たるな証拠を入手するには高額な調査費用がかかるため、どうしたら良いか迷った。

コメント：
　「反不正競争法」第20条には、事業者は本法に違反して被害事業者に損害を与えた場合には、損害賠償責任を負わなければならない。被害事業者に対する損失が計算しにくい場合には、賠償額は侵害者が侵害期間に侵害行為により得た利潤とする。また、被害事業者が自分の合法的な権益を侵害した当該事業者の不正競争行為を調査したため支出した合理的な費用を負担しなければならないと規定している。ここでいう合理的な調査費用が当然弁護士が証拠を収集する際の費用が含まれている。
　上記調査費用のほか、「著作権法」や「特許法」等には不正競争行為を制止するための合理的な支出を相手方に負担させることができると明記されている。
　「著作権法」第49条には、著作権又は著作隣接権を侵害する場合は、権利侵害者は権利者の実質的損失に基づいて損害賠償しなければならない。実質的損失の算出が困難である場合には、権利侵害者の違法所得に応じて損害賠償を行うことができる。賠償額には、権利者が権利侵害行為を制止するために支払った合理的支出を含めるものとする。
　また、「最高裁の著作権民事紛争案件の審理における法律適用に関する若干の問題についての解釈」第26条に基づき、侵害行為を制止するために支払った合理的支出とは、権利者又はその委託代理人が侵害行為に対し証拠を調査し、証拠を集めるための合理的費用をいう。人民法院は当事者の訴訟請求及び事件の具体的状況に応じて、国家関係部門の規定に合致する弁護士費用を賠償範囲内に計上することができる。
　更に、「最高裁の特許紛争案件審理の法律適用問題に関する若干規定」第22条には、権利者が権利侵害行為を差止めるために支払った合理的支出を主張するとき、人民法院は特許法第65条に定める賠償金額以外に別途計算することができると規定している。


 (
重要法規解説
)


最高裁の台湾地区における裁判所の民事判決
に対する承認·執行に関する規定

　「最高裁の台湾地区における裁判所の民事判決に対する承認·執行に関する規定」（以下、本規定という）は2015年6月2日に最高裁の審判委員会第1653回会議で審議採択され、同年7月1日より施行されている。最高裁が今まで公布した台湾地区における裁判所の民事判決に対する承認·執行に関する四つの司法解釈（以下、旧司法解釈という）に比べ、いくつかの調整が行われている。本稿では、これらの調整点について簡単に取り纏めます。

一、承認·執行可能の民事判決の範囲の拡大
　承認·執行可能の民事判決の範囲が拡大し、台湾地区における裁判所の発効済み民事判決、裁定、和解調書、調解調書、支払い命令等、及び刑事事件における民事損害賠償に関わる発効済み判決、裁定、和解調書が含まれている。
　また、台湾地区の郷、鎮、市調解委員会等が発行する、台湾地区の裁判所が承認する、且つ台湾地区の裁判所の発効済み民事判決と同等の効力を有する調解文書については本規定を参考の上執行する。

2、 管轄裁判所の範囲の拡大
　台湾地区の裁判所の民事判決の承認申請の案件について、申請者の住所地、経常居住地、或いは被申請者の住所地、経常居住地及び財産所在地の中級人民法院または専門人民法院は受理する。

3、 手続上の正当性の強化
　申請者は台湾地区の裁判所の民事判決の承認申請を行う際に、当該判決の真実性、有効性を立証するため、関連証明書類を提供しなければならない。
　申請者は人民法院に対して海峡両岸調査取証司法互助ルートを通じて台湾地区の裁判所の民事判決の真実性、有効性及び当事者が合法的に喚問を受けたことを証明する書類を調査してもらうよう申請することができ、人民法院は必要と認めた場合には関連事項について職権をもって海峡両岸調査取証司法互助ルートを通じて台湾地区に証拠調査をしてもらうことができる。

四、人民法院の受理優先原則の明確化
　人民法院は台湾地区における裁判所の民事判決の承認申請を受理後、当事者が同一の紛争について起訴する場合は受理しないとする。また、当事者の一方が人民法院に起訴した後、相手側が人民法院に承認申請を行う場合、人民法院は当該承認申請を受理しないとする。

五、手続上の救済措置の追加
　人民法院の申請棄却裁定に対して、申請者は再び申請し、且つ受理条件に合致する場合には、人民法院が受理すべき。
申請者は、人民法院が本規定の第15条及び第16条に基づいて下した裁定に不服した場合には裁定の送達日より10日以内上級人民法院に再審査を求めることできる。

六、承認·執行の申請期間の調整
　台湾地区における裁判所の民事判決の承認·執行の申請期間について、旧司法解釈が規定した「判決の発効日より二年とする」を廃止し、身分関係に関する判決を除き、「民事訴訟法」第239条の規定を適用すると定めている。
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